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(57)【要約】
【課題】必要箇所には強い超音波照射を照射し、且つ、
広い範囲に超音波を照射する。
【解決手段】当該超音波照射装置の超音波素子１１０は
、図中Ａで示した領域の凹レンズ形状の曲面を有する圧
電素子と、図中Ｂで示した領域の平面形状の圧電素子と
を兼ね備える。このため、Ｏで示した焦点には、超音波
が集束し、圧電素子の面積あたりの超音波により与えら
れるエネルギーは焦点においては高い。一方、非集束超
音波が伝播される範囲は与えられるエネルギーは低いが
、圧電素子の面積あたりの超音波を照射される領域の面
積は大きい。従って、当該超音波素子１１０を用いると
、強い超音波を照射する必要がある部分には集束超音波
を照射し、それと同時に、強い超音波の照射を要しない
部分には非集束超音波を照射することができる超音波照
射装置を提供できる。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対象領域に焦点を形成する集束超音波を発生する第１の超音波発生源と、
　対象領域に焦点を形成しない非集束超音波を発生する第２の超音波発生源と、
　前記第１の超音波発生源及び前記第２の超音波発生源を同時に制御する制御手段と、
　前記制御手段による制御に従って前記第１の超音波発生源及び前記第２の超音波発生源
を駆動する駆動手段と、
　を具備することを特徴とする超音波照射装置。
【請求項２】
　前記集束超音波及び前記非集束超音波が照射される領域の少なくとも一部を含む領域の
画像である被験体内画像を取得する被験体内画像取得手段と、
　前記被験体内画像に、前記集束超音波の焦点の位置を示す第１のマーカー並びに前記集
束超音波及び前記非集束超音波が照射される領域を示す第２のマーカーのうち少なくとも
何れか一方を重畳した重畳画像を作成する重畳手段と、
　を更に具備することを特徴とする請求項１に記載の超音波照射装置。
【請求項３】
　前記集束超音波の目標焦点位置を指示する焦点位置指示手段を更に具備し、
　前記第１の超音波発生源は複数の超音波発生素子を有し、
　前記制御手段は更に、前記焦点位置指示手段による目標焦点位置に前記集束超音波の焦
点が形成されるように、前記複数の超音波発生素子が発生する超音波の各々の位相を制御
する位相制御部を含む
　ことを特徴とする請求項１及び請求項２のうち何れか１項に記載の超音波照射装置。
【請求項４】
　前記集束超音波の目標焦点位置を指示する焦点位置指示手段を更に具備し、
　前記制御手段は更に、
　　超音波を発生する複数の超音波発生素子の中から、目標焦点位置に基づいて前記集束
超音波を発生する第１の超音波発生源を構成するための第１の超音波発生素子群を指定す
ると共に、残りの超音波発生素子を前記非集束超音波を発生する第２の超音波発生源を構
成するための第２の超音波発生素子群に指定する素子群指定部を有し、
　　前記目標焦点位置に前記集束超音波の焦点が形成されるように、前記第１の超音波発
生素子群に属する前記超音波発生素子が発生する超音波の各々の位相を制御する位相制御
部を含む
　ことを特徴とする請求項１に記載の超音波照射装置。
【請求項５】
　前記集束超音波の目標焦点位置を指示する焦点位置指示手段を更に具備し、
　前記制御手段は更に、
　　超音波を発生する複数の超音波発生素子の中から、目標焦点位置に基づいて前記集束
超音波を発生する第１の超音波発生源を構成するための第１の超音波発生素子群を指定す
ると共に、残りの超音波発生素子を前記非集束超音波を発生する第２の超音波発生源を構
成するための第２の超音波発生素子群に指定する素子群指定部を有し、
　　前記目標焦点位置に前記集束超音波の焦点が形成されるように、前記第１の超音波発
生素子群に属する前記超音波発生素子が発生する超音波の各々の位相を制御する位相制御
部と、
　　前記重畳手段における前記第１のマーカー及び／又は第２のマーカーの重畳のために
、前記第１の超音波発生素子群に属する前記超音波発生素子が発生する超音波の各々の位
相を制御することで形成される焦点の位置を示す情報及び／又は、前記第１の超音波発生
素子群に属する前記超音波発生素子から発生する超音波が照射される領域及び前記第２の
超音波発生素子群に属する前記超音波発生素子から発生する超音波が照射される領域を示
す情報を前記重畳手段に出力する重畳情報出力部を含む
　ことを特徴とする請求項２に記載の超音波照射装置。
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【請求項６】
　前記第１の超音波発生源と前記第２の超音波発生源は、一体に形成された圧電材料で構
成されていることを特徴とする請求項１及び請求項２のうち何れか１項に記載の超音波照
射装置。
【請求項７】
　前記制御手段は、前記第１の超音波発生源の出力と前記第２の超音波発生源の出力を、
個別に制御することを特徴とする請求項１及び請求項２のうち何れか１項に記載の超音波
照射装置。
【請求項８】
　前記超音波発生素子は、同心円形状に複数の圧電材料を配置して構成されていることを
特徴とする請求項３乃至請求項５のうち何れか１項に記載の超音波照射装置。
【請求項９】
　前記制御手段は更に、
　目標とする焦点位置に前記集束超音波を照射する場合に前記集束超音波の伝播領域内か
つ前記目標とする焦点位置とは異なる一つ以上の点に焦点を結ぶ集束超音波を前記第１の
超音波発生源から照射する第１の照射モードと、
　前記目標とする焦点位置に焦点を結ぶ前記集束超音波を前記第１の超音波発生源から照
射する第２の照射モードとを切り替えるモード切替部を含む
　ことを特徴とする請求項１乃至請求項５のうち何れか１項に記載の超音波照射装置。
【請求項１０】
　前記第１の照射モードにおいて照射する超音波のエネルギーは、前記第２の照射モード
において照射する超音波のエネルギーより小さいことを特徴とする請求項９に記載の超音
波照射装置。
【請求項１１】
　前記第２の照射モードにおける超音波の照射は、前記第１の照射モードにおける超音波
の照射の終了後３秒以内に実施することを特徴とする請求項９に記載の超音波照射装置。
【請求項１２】
　少なくとも前記第１の超音波発生源が静電容量型振動子によって構成され、
　前記制御手段は更に、前記静電容量型振動子から照射される超音波の周波数を変更する
ための周波数制御部を含む
　ことを特徴とする請求項１乃至請求項５のうち何れか１項に記載の超音波照射装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波照射装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、悪性腫瘍の根治療法として外科切除術は最も良く選択される手技の一つである
。その際、周辺リンパ節に腫瘍細胞の転移が疑われる場合には、リンパ節郭清術と呼ばれ
る、ガン摘出部分付近のリンパ節を含む一定の領域を切除することが行われている。リン
パ節廓清術では、比較的広い領域を切除するため手間及び時間がかかる。このため、超音
波照射装置による目標組織への超音波照射によって、当該組織を発熱させ、当該組織を凝
固させる装置があり、例えば特許文献１に開示されている。
【０００３】
　一般に、血流近傍の組織は、加熱しても血流による冷却効果があるため、超音波照射に
よる組織の凝固において、その他の組織に対する場合と比べて強い超音波を照射しなけれ
ばならない。そこで、特許文献１には、照射する超音波の範囲や強度が異なる超音波照射
器具を用途に応じて交換して用いる装置が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００４】
【特許文献１】特開２００４－１１３２５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　前記の通り、リンパ節郭清術その他の超音波照射による組織の凝固を行う処置において
、一般に、血流近傍の組織に対して等、強い超音波を照射する必要がある場合には、集束
させた超音波を用いる。集束超音波は、強いエネルギーを与えることができる一方で、超
音波の発生源である超音波素子の大きさに対して、照射できる範囲が狭くなる。このため
、リンパ節郭清術のような一度に広い領域を凝固させたい場合には、集束超音波を用いる
と、一度に照射できる範囲が狭いため、超音波を照射したい全領域に超音波を照射するの
に要する時間が長くなるという課題がある。
【０００６】
　そこで、本発明は、必要箇所には強い超音波照射を照射でき、且つ、超音波を照射した
い全領域に超音波を照射するのに要する時間を短くできる超音波照射装置を提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記目的を果たすため、本発明の超音波照射装置の一態様は、対象領域に焦点を形成す
る集束超音波を発生する第１の超音波発生源と、対象領域に焦点を形成しない非集束超音
波を発生する第２の超音波発生源と、前記第１の超音波発生源及び前記第２の超音波発生
源を同時に制御する制御手段と、前記制御手段による制御に従って前記第１の超音波発生
源及び前記第２の超音波発生源を駆動する駆動手段と、を具備することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明に依れば、強い超音波を照射する必要がある部分には集束超音波を照射し、それ
と同時に、強い超音波の照射を要しない他の照射対象領域には非集束超音波を照射するこ
とができるので、全対象領域への超音波の照射に要する時間を短縮できる超音波照射装置
を提供する。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の各実施形態に係る超音波照射装置の構成の一例を示すブロック図。
【図２】本発明の第１の実施形態に係る超音波素子の概形の一例を示す図。
【図３】本発明の第１の実施形態に係る超音波素子から照射される超音波の伝播範囲の一
例の概略を示す図。
【図４】本発明の第１の実施形態に係る超音波素子と被験体と超音波伝播媒体層との位置
関係の一例を示す図。
【図５】本発明の各実施形態に係るイメージング用超音波プローブによって取得される画
像を説明する為の図。
【図６】本発明の第１の実施形態に係る重畳部が作成する重畳画像を説明する為の図。
【図７】本発明の第２の実施形態に係る超音波素子の概形の一例を示す図。
【図８】本発明の第２の実施形態に係る超音波素子によって出力する超音波の位相を説明
する為の図。
【図９】本発明の第２の実施形態に係る超音波素子から照射される超音波の位相による集
束超音波の焦点距離の変化を説明する為の図。
【図１０】本発明の第２の実施形態に係る超音波素子におけるＡ群の圧電素子とＢ群の圧
電素子との配置例を示す図。
【図１１】本発明の第２の実施形態に係る超音波素子におけるＡ群の圧電素子とＢ群の圧
電素子との配置例を示す図。
【図１２】本発明の第２の実施形態に係る超音波素子の概形の一例を示す図。
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【図１３】本発明の第２の実施形態の変形例に係る超音波素子の概形の一例を示す図。
【図１４】本発明の第２の実施形態の変形例に係る超音波素子におけるＡ群の圧電素子と
Ｂ群の圧電素子との配置例を示す図。
【図１５】本発明の第２の実施形態に係る超音波素子から照射される超音波の位相と焦点
位置の関係を説明する為の図。
【図１６】本発明の第２の実施形態の変形例に係る超音波素子の概形の一例を示す図。
【図１７】本発明の第３の実施形態に係る超音波素子を構成するｃＭＵＴの構成例の概略
を示す図。
【図１８】本発明の第３の実施形態に係る超音波素子の概形の一例を示す図。
【図１９】本発明の第４の実施形態に係る腹腔鏡手術システムの構成の一例を示すブロッ
ク図。
【図２０】本発明の第４の実施形態に係る腹腔鏡手術システムのイメージング用超音波プ
ローブによって取得される画像を説明する為の図。
【図２１】本発明の第４の実施形態に係る腹腔鏡手術システムの重畳部が作成する重畳画
像を説明する為の図。
【図２２】本発明の第４の実施形態に係る腹腔鏡手術システムの重畳部が作成する重畳画
像を説明する為の図。
【図２３】本発明の第５の実施形態に係る腹腔鏡手術システムにおいて作成する時間－信
号強度曲線の一例の概略図。
【図２４】本発明の第５の実施形態に係る腹腔鏡手術システムの動作の一例を説明するタ
イミングチャート。
【図２５】本発明の第５の実施形態に係る腹腔鏡手術システムの動作の一例を示すフロー
チャート。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　［第１の実施形態］
　まず、本発明の第１の実施形態について図面を参照して説明する。本実施形態に係る超
音波照射装置は、図１（ａ）に示す通り、先端部１００と、先端部１００の操作などを行
うための操作部２００とを有する。先端部１００は、超音波素子１１０と、イメージング
用超音波プローブ１５０とを有する。操作部２００は、超音波素子駆動部２１０と、超音
波素子制御部２２０と、超音波素子操作部２３０と、内部画像取得部２５０と、重畳部２
６０と、表示部２７０とを有する。
【００１１】
　超音波素子１１０は、本実施形態に係る超音波照射装置の超音波発生源である。超音波
素子１１０は、例えばチタン・ジルコン酸鉛（Ｐｂ（Ｚｒ，Ｔｉ）Ｏ３；ＰＺＴ）等の圧
電素子等であり、例えば図２にその概略を示す様な形状を有する。図２において上段は超
音波発生源を上から見た図、下段は中心断面形状を示す。
【００１２】
　図２（ａ）に示す超音波素子１１０は、中心にイメージング用超音波プローブ１５０を
備え、その周囲に凹レンズ形状の曲面を有するＰＺＴ（図中Ａで示した領域）を備え、更
にその周囲に平面状のＰＺＴ（図中Ｂで示した領域）を備える。図２（ｂ）に示す超音波
素子１１０は、中心にイメージング用超音波プローブ１５０を備え、その周囲に平面状の
ＰＺＴ（図中Ｂで示した領域）を備え、更にその周囲に凹レンズ形状の曲面を有するＰＺ
Ｔ（図中Ａで示した領域）を備える。図２（ｃ）に示す超音波素子１１０は、中心にイメ
ージング用超音波プローブ１５０を備え、その周囲に平面状のＰＺＴ（図中Ｂ（Ｂ１）で
示した領域）を備え、更にその周囲に凹レンズ形状の曲面を有するＰＺＴ（図中Ａで示し
た領域）を備え、更にその周囲に平面状のＰＺＴ（図中Ｂ（Ｂ２）で示した領域）を備え
る。図２に示した形状は一例であり、平面状のＰＺＴ及び凹レンズ形状の曲面を有するＰ
ＺＴを両方備える形状であれば良い。また、イメージング用超音波プローブ１５０を配置
する位置は、中心でなくても良い。
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【００１３】
　例えば、当該超音波照射装置によって生体組織を凝固させる事を目的としたり、超音波
造影剤であるマイクロバブルを破裂させてキャビテーションを発生させる事を目的とした
りする場合には、超音波素子１１０が照射する超音波の周波数は、１～２ＭＨｚ程度が適
当である。
【００１４】
　尚、超音波素子１１０は、単純なＰＺＴに限らず、ポリマー材とＰＺＴを組み合わせた
複合圧電材料（コンポジット型圧電材料）その他の圧電材料によって構成されても良い。
【００１５】
　ここで、図２に示した超音波素子１１０から出力される超音波の照射領域について説明
する。図２（ａ）乃至（ｃ）に示した形状の超音波素子１１０から照射される超音波の伝
播領域の概略を、図３中の網掛けで示す。即ち、超音波素子１１０の、図中にＡで示した
凹レンズ形状の曲面を有するＰＺＴから照射された超音波は、図中Ｏに示す焦点に集束す
る。以降、この様な焦点に集束する超音波を集束超音波と呼ぶ。一方、超音波素子１１０
の、図中にＢで示した平面状のＰＺＴから照射する超音波は、平面波として直進する。以
降、この様な超音波を非集束超音波と呼ぶ。前記Ｏで示した焦点では、超音波が集束して
いるので、超音波により与えられるエネルギーは高い。これに比べると、非集束超音波が
伝播される範囲に与えられるエネルギーは低い。以上の様に、当該超音波素子１１０を用
いると、広い範囲に比較的弱い非集束超音波を照射することができると共に、焦点には強
い集束超音波を照射することができる。
【００１６】
　超音波素子１１０は、図１（ａ）に示す通り超音波素子駆動部２１０と接続している。
超音波素子１１０は、図２に示す様な形状のＰＺＴ全体が一体に形成されていても良い。
この場合、超音波素子１１０は一配線により超音波素子駆動部２１０と接続している。そ
の結果、超音波素子１１０は、常に一体として動作し、集束超音波と非集束超音波を同時
に照射する。この様な構成は、省配線化できるという利点を有する。
【００１７】
　一方、図２中にＡで示した領域と、Ｂで示した領域とを、別個の要素としてＰＺＴで形
成し、それらを組み合わせて超音波素子１１０を構成しても良い。このような構成では、
別個に形成された要素の各々が配線により超音波素子駆動部２１０と接続している。その
結果、駆動の制御方法により、超音波素子１１０は、集束超音波のみを出力することがで
きるし、非集束超音波のみを出力することもできるし、集束超音波と非集束超音波の両方
を同時にもしくは交互に出力することもできる。また、集束超音波と非集束超音波の出力
の強度を別々に調節することもできる。
【００１８】
　図１（ａ）に示す超音波素子操作部２３０は、操作者の超音波照射に関する操作指示を
受ける部分である。超音波素子操作部２３０は、入力された操作指示を、超音波素子制御
部２２０に出力する。超音波素子制御部２２０は、超音波素子操作部２３０からの入力に
基づいて、超音波素子駆動部２１０を介して、超音波素子１１０の例えばＯＮ、ＯＦＦ、
出力強度等、出力を制御する。超音波素子駆動部２１０は、超音波素子制御部２２０から
の指令に基づいて、超音波素子１１０を駆動させる駆動手段である。
【００１９】
　イメージング用超音波プローブ１５０は、当該超音波照射装置で超音波を照射する対象
である被験体の内部を観察するための手段である。イメージング用超音波プローブ１５０
は、内部画像取得部２５０の制御の下、超音波を照射し、反射波を受信する。イメージン
グ用超音波プローブ１５０は、受信した反射波の情報を、内部画像取得部２５０に出力す
る。イメージング用超音波プローブ１５０が照射する超音波の周波数は、例えば、当該超
音波を生体組織の内部観察に用いる場合は、２～２０ＭＨｚ程度が適当である。
【００２０】
　内部画像取得部２５０は、イメージング用超音波プローブ１５０が照射する超音波の強
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度や向きなどを制御し、イメージング用超音波プローブ１５０を駆動する。また、内部画
像取得部２５０は、イメージング用超音波プローブ１５０から入力された、反射波の情報
に基づいて被験体の内部の画像を再構成する。内部画像取得部２５０は、再構成した被験
体の内部画像を、重畳部２６０に出力する。
【００２１】
　重畳部２６０は、内部画像取得部２５０から入力された被験体の内部画像に、図１（ｂ
）に示す超音波素子制御部２２０の重畳情報出力部２２１から取得した、超音波素子１１
０が照射する超音波の伝搬領域や焦点位置等の情報を重畳し、重畳画像を作成する。重畳
部２６０は、作成した重畳画像を表示部２７０に出力する。表示部２７０は、重畳部２６
０が作成した重畳画像を表示する。
【００２２】
　この様に、例えば超音波素子１１０の図２中にＡで示した領域は、集束超音波を発生す
る第１の超音波発生源として機能し、例えば超音波素子１１０の図２中にＢで示した領域
は、非集束超音波を発生する第２の超音波発生源として機能し、例えば超音波素子制御部
２２０は、第１の超音波発生源及び第２の超音波発生源を同時に制御する制御手段として
機能し、例えば超音波素子駆動部２１０は、第１の超音波発生源及び第２の超音波発生源
を駆動する駆動手段として機能し、例えば超音波素子操作部２３０は、集束超音波の目標
焦点位置を指示する焦点位置指示手段として機能し、例えばイメージング用超音波プロー
ブ１５０及び内部画像取得部２５０は全体として、被験体内画像を取得する被験体内画像
取得手段として機能し、例えば重畳部２６０は、集束超音波の焦点の位置を示す第１のマ
ーカー並びに集束超音波及び非集束超音波が照射される領域を示す第２のマーカーのうち
少なくとも何れか一方を重畳した重畳画像を作成する重畳手段として機能する。
【００２３】
　また、制御手段として機能する超音波素子制御部２２０は図１（ｂ）に示すように、重
畳情報出力部２２１の他、素子群指定部２２２、位相制御部２２３、モード切替部２２４
、及び周波数制御部２２５を備えていても良い。超音波素子制御部２２０内に必要な構成
を適宜設けることで、超音波素子制御部２２０は必要な制御を行うことができる。本実施
形態では、前記の通り、超音波素子制御部２２０は重畳情報出力部２２１を備えている。
尚、素子群指定部２２２、位相制御部２２３、モード切替部２２４、及び周波数制御部２
２５については、これら構成が必要な実施形態の説明に記載する。
【００２４】
　次に、本実施形態に係る超音波照射装置の動作を説明する。本実施形態に係る超音波照
射装置の使用にあたっては、図４に示す通り、超音波照射の対象である被験体３１０に対
して、音響インピーダンスを整合するための超音波伝播媒体層３２０を挟んで、先端部１
００を接触させる。超音波伝播媒体層３２０は、例えば被験体３１０が生体組織である場
合には、脱気水を入れた水袋や、超音波診断装置や超音波治療装置で一般に用いられる樹
脂やゼリー状の物質から成る超音波伝播媒体等である。
【００２５】
　当該超音波照射装置において、イメージング用超音波プローブ１５０は、内部画像取得
部２５０の制御の下、観察用の超音波を被験体３１０に向けて照射する。その周波数は、
例えば生体に対しては２～２０ＭＨｚ等であり、持続時間が数μ秒程度の高周波パルス波
列等である。尚、周波数等は、被験体３１０の種類等によって最適値が異なることもあり
用途に応じる。イメージング用超音波プローブ１５０は、照射した超音波が被験体３１０
内で反射されて戻ってくる反射波を受信し、反射波の情報を内部画像取得部２５０に出力
する。
【００２６】
　内部画像取得部２５０は、イメージング用超音波プローブ１５０から入力された情報に
基づいて、例えば図５に模式的な図を示す様な、被験体３１０の内部の画像を構築する。
ここで図中の画像取得範囲３５０は、イメージング用超音波プローブ１５０及び内部画像
取得部２５０によって得られる画像範囲である。内部画像取得部２５０は、構築した被験
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体３１０の内部の画像を重畳部２６０に出力する。尚、イメージング用超音波プローブ１
５０及び内部画像取得部２５０による画像取得には公知の超音波画像取得技術を用いる。
【００２７】
　重畳部２６０は、内部画像取得部２５０から被験体３１０の内部の画像を入力する。ま
た、重畳部２６０は、超音波素子制御部２２０に含まれる重畳情報出力部２２１より、超
音波素子１１０の形状によって決まっている集束超音波及び非集束超音波の伝播領域３６
０の範囲、並びに集束超音波の焦点３７０の位置を取得する。そして、重畳部２６０は、
内部画像取得部２５０から取得した画像取得範囲３５０内の画像に、集束超音波及び非集
束超音波の伝播領域３６０の範囲、並びに集束超音波の焦点３７０の位置を重畳し、図６
にその一例を示す様な重畳画像を作成する。重畳部２６０は、作成した重畳画像を表示部
２７０に出力する。表示部２７０は、重畳部２６０から入力された重畳画像を表示する。
【００２８】
　当該超音波照射装置の操作者は、この表示部２７０に表示された重畳画像を確認しなが
ら当該超音波照射装置を操作することになる。尚、表示部２７０に表示される重畳画像に
おける伝播領域３６０の範囲及び焦点３７０の位置の表示の有無を、操作者が選択できる
ように構成しても良い。即ち、操作者から伝播領域３６０の範囲及び焦点３７０を重畳画
像に表示する指示を受けた場合には、重畳部２６０は前記の通りに重畳画像を作成し、そ
れを表示部２７０に出力する一方で、操作者から伝播領域３６０の範囲及び焦点３７０を
重畳画像に表示しない指示を受けた場合には、重畳部２６０は伝播領域３６０の範囲及び
焦点３７０を重畳せずに、内部画像取得部２５０から入力された被験体３１０の内部の画
像をそのまま表示部２７０に出力するようにしても良い。
【００２９】
　超音波素子操作部２３０は、表示部２７０に表示された重畳画像を確認しながら当該超
音波照射装置の操作をしている操作者の、超音波照射に関する操作指示を受ける。ここで
前記操作指示とは、例えば、超音波素子１１０が一体に形成されている構成の場合は、超
音波照射のＯＮ又はＯＦＦや、その出力強度等である。集束超音波を照射する素子と非集
束超音波を照射する素子とが別個に成形され、集束超音波と非集束超音波を別々に出力で
きる構成の場合には、集束超音波と非集束超音波それぞれに関する超音波照射のＯＮ又は
ＯＦＦや、その出力強度等である。従って、超音波素子操作部２３０は、例えばスイッチ
ボタンやボリュームつまみ等の入力手段で構成されてもよいし、その他ＰＣ等とその入力
装置であるマウスやキーボード等であっても良い。
【００３０】
　超音波素子操作部２３０は、入力された操作指示を、超音波素子制御部２２０に出力す
る。超音波素子制御部２２０は、超音波素子操作部２３０からの入力に基づいて、超音波
素子１１０から出力する超音波の繰り返し周波数、照射時間、及び強度等、超音波出力の
各種パラメータを決定する。超音波素子制御部２２０は、決定した超音波出力のパラメー
タに基づいて、超音波素子駆動部２１０に、超音波素子１１０の駆動の指令を出力する。
超音波素子駆動部２１０は、超音波素子制御部２２０からの指令に基づいて、超音波素子
１１０より超音波を照射させる。
【００３１】
　以上に説明した本実施形態に係る超音波照射装置に依れば、広い領域にエネルギーが低
い非集束超音波を照射すると同時に、狭い領域にエネルギーが高い集束超音波を照射する
ことができる。このため、広い範囲に低エネルギーの超音波を照射する必要がありつつ一
部に高エネルギーの超音波を照射する必要がある場合に、それらを同時に行うことができ
るので全体として照射に要する時間を短縮することができる。また、操作者は、表示部２
７０に表示された重畳画像を見て、集束超音波及び非集束超音波が照射される領域を確認
しながら、超音波素子操作部２３０を操作し、超音波の照射の指示を行うことができる。
【００３２】
　［第２の実施形態］
　次に、本発明の第２の実施形態について説明する。第１の実施形態に係る超音波素子１
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１０は、例えば図２に示す様な形状のため、集束超音波と非集束超音波を同時に照射でき
る。これに対して本実施形態の超音波素子１１０は、フェーズドアレイを利用して集束超
音波を形成し、それと同時に非集束超音波も照射できるように構成したものである。以下
、本実施形態の超音波照射装置について図面を参照して説明する。ここで本実施形態の説
明では、第１の実施形態との相違点について説明し、第１の実施形態と同一の部分につい
ては同一の符号を付して、その説明は省略する。
【００３３】
　本実施形態に係る超音波素子１１０は、例えばＰＺＴ等の圧電素子である。その形状は
、例えば図７にその概略を示す様に、同心円状に複数の圧電素子を配置して構成されてお
り、超音波の照射面は平面である。尚、図７において上段は超音波素子１１０を上から見
た図、下段は中心断面図を示す。ここで、同心円状の圧電素子は、それぞれ別の配線によ
って超音波素子駆動部２１０に接続しており、それぞれ別個に駆動される。尚、第１の実
施形態の場合と同様に、超音波素子１１０は、単純なＰＺＴに限らず、ポリマー材とＰＺ
Ｔを組み合わせた複合圧電材料（コンポジット型圧電材料）その他の圧電素子によって構
成されても良い。
【００３４】
　また、本実施形態に係る超音波素子制御部２２０は、重畳情報出力部２２１、素子群指
定部２２２、及び位相制御部２２３を有している。
【００３５】
　前記の様な同心円形状の超音波素子１１０を用いて、図８（ａ）に示す様に、中心部の
圧電素子から外周部の圧電素子にかけて、照射する超音波の位相を徐々にずらすと、集束
超音波を生成することができる。一方、図８（ｂ）に示す様に、中心部の圧電素子から外
周部の圧電素子にかけて、照射する超音波の位相を全てそろえると、平面波である非集束
超音波を生成することができる。従って、超音波素子制御部２２０に含まれる位相制御部
２２３が、各圧電素子から照射される超音波の位相を制御することで、当該超音波素子１
１０は、集束超音波と非集束超音波の何れも出力することができる。また、集束超音波を
照射する場合、位相制御部２２３による制御によって、各圧電素子から照射される超音波
の位相のずれを変化させると、図９に、中段に超音波素子１１０の断面、下段に各圧電素
子から照射される超音波の位相、並びに上段に照射される超音波の波面及び焦点Ｏの位置
を模式図で示す通り、集束超音波の焦点距離を変化させることができる。
【００３６】
　当該超音波素子１１０は、同心円状に複数並んでいる圧電素子の全てを用いて、集束超
音波若しくは非集束超音波の何れか一方を生成するに限らず、超音波素子制御部２２０が
有する素子群指定部２２２が指定する複数ある圧電素子のうち一部を用いて集束超音波を
照射し、それ以外の圧電素子を用いて非集束超音波を照射することができる。従って、当
該超音波素子１１０は、集束超音波と非集束超音波を同時に照射することができる。以降
、複数ある圧電素子のうち、集束超音波を生成する圧電素子をＡ群の圧電素子１１２と呼
び、非集束超音波を生成する圧電素子をＢ群の圧電素子１１４と呼ぶこととする。
【００３７】
　この様に、素子群指定部２２２は、同心円状に複数並んでいる圧電素子のうち、その一
部をＡ群の圧電素子に指定し、その他のうち一部又は全部をＢ群の圧電素子に指定する機
能を有する。また、位相制御部２２３は、それぞれの圧電素子から出力させる超音波の位
相を制御する役割を担う。
【００３８】
　本実施形態に係る超音波素子１１０は、素子群指定部２２２による制御によって、図１
０に示す様に、Ａ群の圧電素子１１２とＢ群の圧電素子１１４を自在に設定することがで
きる。即ち、集束超音波の強度は比較的弱くても良く、広い範囲に非集束超音波を照射し
たい場合には、素子群指定部２２２は、図１０（ａ）に示す様に、Ａ群の圧電素子１１２
の数を比較的少なく、Ｂ群の圧電素子１１４の数を比較的多くするように指定する。一方
で、集束超音波の強度は比較的強い必要があり、非集束超音波を照射する範囲は狭く制限
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しても良い場合には、素子群指定部２２２は、図１０（ｃ）に示す様に、Ａ群の圧電素子
１１２の数を比較的多く、Ｂ群の圧電素子１１４の数を比較的少なくするように指定する
。同様に、図１０（ａ）に示す場合と図１０（ｃ）に示す場合の間の状態を求める場合に
は、素子群指定部２２２は、図１０（ｂ）に示す様に、Ａ群の圧電素子１１２の数とＢ群
の圧電素子１１４の数を調節する。
【００３９】
　また、図１０に示す様にＡ群の圧電素子１１２を中心部に集める必要はなく、Ｂ群の圧
電素子１１４を中心部に集めても良い。更に、Ａ群の圧電素子１１２及びＢ群の圧電素子
１１４は集中させて配置する必要はなく、図１１に示す様に、分散させ配置させても良い
。図１１に示す様な場合も、素子群指定部２２２が、Ａ群の圧電素子１１２の数とＢ群の
圧電素子１１４の数の比やその配置を調節する事によって、集束超音波と非集束超音波の
強度や範囲を変化させることができる。
【００４０】
　この様に、例えばＡ群の圧電素子１１２は、集束超音波を発生する第１の超音波発生源
としての第１の超音波発生素子群を構成し、例えばＢ群の圧電素子１１４は、非集束超音
波を発生する第２の超音波発生源としての第２の超音波発生素子群を構成し、例えば位相
制御部２２３は、目標焦点位置に集束超音波の焦点が形成されるように、第１の超音波発
生素子群に属する超音波発生素子から照射される超音波の各々の位相を制御する位相制御
部として機能し、例えば素子群指定部２２２は、超音波を発生する複数の超音波発生素子
の中から、目標焦点位置に基づいて集束超音波を発生する第１の超音波発生源を構成する
ための第１の超音波発生素子群を指定すると共に、残りの超音波発生素子を非集束超音波
を発生する第２の超音波発生源を構成するための第２の超音波発生素子群に指定する素子
群指定部として機能する。
【００４１】
　以上説明した本実施形態に係る超音波素子１１０に依れば、非集束超音波の照射範囲、
非集束超音波と集束超音波の強度の比、及び集束超音波の焦点距離を変化させることがで
きる。この本実施形態に係る超音波素子１１０を、第１の実施形態に係る超音波素子１１
０と置き換えて超音波照射装置を構成することができる。
【００４２】
　本実施形態において、重畳部２６０は、重畳情報出力部２２１から、後に説明する様に
して決定した非集束超音波及び集束超音波の伝播領域３６０の範囲、並びに集束超音波の
焦点３７０の位置を取得する。そしてこれら伝播領域３６０の範囲及び焦点３７０の位置
を、内部画像取得部２５０から入力された被験体３１０の内部の画像に重畳し、重畳画像
を作成する。重畳部２６０は、作成した重畳画像を表示部２７０に出力する。表示部２７
０は、重畳部２６０から入力された重畳画像を表示する。重畳画像の作成に関して、その
他の動作は第１の実施形態と同様である。
【００４３】
　当該超音波照射装置の操作者は、この表示部２７０に表示された重畳画像を確認しなが
ら当該超音波照射装置を操作することになる。
【００４４】
　超音波素子操作部２３０は、表示部２７０に表示された重畳画像を確認しながら当該超
音波照射装置の操作をしている操作者の、超音波照射に関する操作指示を受ける。本実施
形態においては、超音波素子１１０による超音波の照射について、非集束超音波の照射範
囲、非集束超音波と集束超音波の強度の比、及び集束超音波の焦点距離も変化させること
ができる。従って、超音波素子操作部２３０は、これらのパラメータも入力できるものと
する。超音波素子操作部２３０は、入力された操作指示を、超音波素子制御部２２０に出
力する。素子群指定部２２２は、超音波素子操作部２３０からの入力に基づいて、複数あ
る圧電素子のうち何れの圧電素子をＡ群の圧電素子１１２及びＢ群の圧電素子１１４に割
当てるかを所定の方法により決定する。この割当ての方法は、例えば、非集束超音波と集
束超音波の強度の割合毎に、Ａ群の圧電素子１１２及びＢ群の圧電素子１１４の割当ての
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パターンを予め決めて記憶しておいても良い。また、位相制御部２２３は、集束超音波の
目標とする焦点距離に応じて、Ａ群の圧電素子１１２の各圧電素子の出力の位相を決定す
る。重畳情報出力部２２１は、素子群指定部２２２及び位相制御部２２３が決定した非集
束超音波及び集束超音波の伝播領域３６０の範囲、集束超音波の焦点３７０の位置、並び
に非集束超音波及び集束超音波の強度を、重畳部２６０に出力する。
【００４５】
　また、超音波素子制御部２２０は、超音波素子操作部２３０からの入力に基づいて、第
１の実施形態と同様に、超音波素子１１０から出力する超音波の繰り返し周波数、照射時
間、強度等、超音波出力の各種パラメータを決定する。超音波素子制御部２２０は、決定
した超音波出力に関する各種パラメータに基づいて、超音波素子駆動部２１０に、超音波
素子１１０の駆動の指令を出力する。超音波素子駆動部２１０は、超音波素子制御部２２
０からの指令に基づいて、超音波素子１１０より超音波を照射させる。
【００４６】
　この様に、超音波素子操作部２３０は、集束超音波の焦点の位置を設定する焦点位置指
示手段として機能する。
【００４７】
　以上の様な構成を有する本実施形態に係る超音波照射装置に依れば、第１の実施形態と
同様に、広い領域にエネルギーが低い非集束超音波を照射すると同時に、狭い領域にエネ
ルギーが高い集束超音波を照射することができる。このため、広い範囲に低エネルギーの
超音波を照射する必要がありつつ一部に高エネルギーの超音波を照射する必要がある場合
に、全体として照射に要する時間を短縮することができる。
【００４８】
　また、操作者は、表示部２７０に表示された重畳画像を見て、集束超音波及び非集束超
音波が照射される領域を確認しながら、超音波素子操作部２３０を操作し、超音波の照射
の指示を行うことができる。更に本実施形態に依れば、非集束超音波の照射範囲、非集束
超音波と集束超音波の強度の比、及び集束超音波の焦点距離も変化させることができる。
【００４９】
　また、前記説明における超音波素子１１０は、同心円状に複数の圧電素子を配置して構
成された圧電素子として説明したが、超音波素子１１０は、図１２に示す通り、対角線の
交点を一致させた複数の四角形の圧電素子を配置した形状でも良い。このような構成を有
する超音波素子１１０を用いても、第２の実施形態の場合と同様に作用し、同様の効果を
得ることができる。
【００５０】
　［第２の実施形態の変形例］
　次に、第２の実施形態の変形例について説明する。ここで本変形例の説明では、第２の
実施形態との相違点について説明し、第２の実施形態と同一の部分については同一の符号
を付して、その説明は省略する。
　前記第２の実施形態における超音波素子１１０は、複数の圧電素子が同心円状に配置さ
れて構成されている。これに対して、本変形例の超音波素子１１０は、図１３に示す様に
、圧電素子が格子状に配置されて構成されている。この様な構成の超音波素子１１０を用
いると、第２の実施形態の場合と同様に、図１４（ａ）乃至（ｃ）に示す通り、素子群指
定部２２２がＡ群の圧電素子１１２とＢ群の圧電素子１１４の割合を変化させることによ
り、集束超音波と非集束超音波の強度の比を変化させることができる。尚、Ａ群の圧電素
子１１２とＢ群の圧電素子１１４の配置は、図１４（ａ）乃至（ｃ）に示す様に中心部と
周縁部に分けて配置するのみならず、図１４（ｄ）乃至（ｆ）に示す通り、自由に配置す
ることができる。
【００５１】
　更に、Ａ群の圧電素子１１２のうち、それぞれの圧電素子から照射される超音波の位相
を、超音波素子制御部２２０に含まれる位相制御部２２３が適切に制御することによって
、超音波素子１１０は、様々な位置に焦点を結ぶ超音波を照射することができる。即ち、
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例えば図１５（ａ）及び（ｂ）に、中段に超音波素子１１０の断面、下段に各圧電素子か
ら照射する超音波の位相、及び上段に照射される超音波の波面を模式図で示す通り、照射
超音波の位相を制御することで超音波の焦点位置を変化させることができる。尚、図１３
及び図１４においては簡単のため、圧電素子が縦横にそれぞれ８個並んだ図を示したが、
この数はいくつでも良い。
【００５２】
　本変形例においては、前記第２の実施形態で説明した動作に加えて、当該超音波素子１
１０は集束超音波の焦点の距離のみならず方向も変更できるので、超音波素子操作部２３
０は、操作者による集束超音波の焦点位置の指定を受けることができるように構成される
。例えば、超音波素子操作部２３０は、表示部２７０に表示された被験体３１０の内部の
画像中で位置を指定するマウスやタッチパネル等でも良い。
【００５３】
　また、超音波素子制御部２２０は、超音波素子操作部２３０から入力された集束超音波
の目標とする焦点の位置を決定する。そして決定にされた目標焦点位置に応じて、位相制
御部２２３は、Ａ群の圧電素子１１２の各圧電素子の出力の位相を決定する。また、重畳
情報出力部２２１は、位相制御部２２３が決定した集束超音波の焦点位置を重畳部２６０
に出力し、重畳部２６０はそれを被験体３１０の内部画像に重畳する。
【００５４】
　超音波素子１１０は、四角形の格子状に配置するのみならず、図１６に示す様に、同心
円形状を更に円周方向に分割した様な形状に圧電素子を配置する構成でも良い。この場合
も、前記と同様に、非集束超音波の照射範囲、非集束超音波と集束超音波の強度の比、集
束超音波の焦点位置、及び集束超音波の焦点距離を、変化させることができる。
【００５５】
　以上の様に、本変形例で説明した様な構成を有する超音波素子１１０を用いた超音波照
射装置に依っても、第２の実施形態と同様に、広い領域に弱い非集束超音波を照射すると
共に、狭い領域に集束超音波を照射することができ、また、操作者は、表示部２７０に表
示された重畳画像を見て、集束超音波及び非集束超音波が照射される領域を確認しながら
、超音波素子操作部２３０を操作し、超音波照射の指示をすることができる。更に非集束
超音波の照射範囲、非集束超音波と集束超音波の強度の比、並びに、超音波素子１１０に
対する距離及び向きを含む集束超音波の焦点位置も変化させることができる。
【００５６】
　［第３の実施形態］
　次に、本発明の第３の実施形態について説明する。ここで本実施形態の説明では、第１
の実施形態及び第２の実施形態との相違点について説明し、第１の実施形態及び第２の実
施形態と同一の部分については同一の符号を付して、その説明は省略する。
【００５７】
　第１の実施形態及び第２の実施形態においては、超音波素子１１０は、振動子として、
ＰＺＴや、ポリマー材とＰＺＴを組み合わせた複合圧電材料等の圧電素子を用いている。
これに対して、本実施形態に係る超音波素子１１０は、静電容量型振動子（ｃａｐａｓｉ
ｔｉｖｅ　Ｍｉｃｒｏｍａｃｈｉｎｅｄ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｔｒａｎｓｄｕｃｅｒ
；ｃＭＵＴ）を用いている。
【００５８】
　ｃＭＵＴ４００は、図１７にその概略を模式図で示す様な構成を有する振動子である。
即ち、下部基板４０１上に下部電極４０２が形成してあり、その更に上にはシリコン基板
４０３が存在する。そして、シリコン基板４０３の上には、空隙４０４を形成する様にメ
ンブレン部４０５が形成されている。メンブレン部４０５の上には、上部電極４０６が形
成されている。本実施形態のｃＭＵＴ４００の空隙４０４の平面形状は円形である。この
ような構成を有するｃＭＵＴは、下部電極４０２及び上部電極４０６に電圧を印加するこ
とにより、それら電極の間に形成される電気容量の変化によって、メンブレン部４０５が
振動する。このメンブレン部４０５の振動によって、外部に振動エネルギーを出力するこ
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とができる。即ち、超音波を含む音波を出力することができる。
【００５９】
　前記ｃＭＵＴを超音波振動子として用いる本実施形態の特徴の一つは、下部電極４０２
及び上部電極４０６に印加する電圧の周波数を変化させることによって、出力する超音波
の周波数を変化させることができる点である。
　次に前記ｃＭＵＴ４００を複数個並べて形成された、ｃＭＵＴアレイ４１０について図
１８を参照して説明する。図１８においてｃＭＵＴアレイ４１０は、ｃＭＵＴ４００が縦
横にそれぞれ１２個ずつ並んだ図により示されているが、この数は、いくつでも良い。ｃ
ＭＵＴアレイ４１０を構成する各ｃＭＵＴ４００は、それぞれ超音波素子駆動部２１０に
接続されており、それぞれ別個に動作する。また、本実施形態に係る超音波素子制御部２
２０は、重畳情報出力部２２１、素子群指定部２２２、位相制御部２２３、及び周波数制
御部２２５を有している。周波数制御部２２５は、ｃＭＵＴアレイ４１０の出力周波数を
制御する。
【００６０】
　前記のような構成を有するｃＭＵＴアレイ４１０は、第２の実施形態の変形例と同様に
機能する。即ち、素子群指定部２２２がｃＭＵＴアレイ４１０を構成する複数のｃＭＵＴ
４００のうち、Ａ群の圧電素子１１２として機能させるｃＭＵＴ４００と、Ｂ群の圧電素
子１１４として機能させるｃＭＵＴ４００との数の割合を変化させることによって、集束
超音波と非集束超音波の強度の比を変化させることができる。そして、位相制御部２２３
が、ｃＭＵＴアレイ４１０を構成する複数のｃＭＵＴ４００から出力する超音波の位相を
制御することで、集束超音波と非集束超音波を生成することができる。更に、位相制御部
２２３が、Ａ群の圧電素子１１２のうち、それぞれの圧電素子から照射される超音波の位
相を適切に制御することによって、超音波素子１１０は、様々な位置に焦点を結ぶ超音波
を照射することができる。
【００６１】
　以上説明したｃＭＵＴアレイ４１０を、第２の実施形態に係る超音波素子１１０と置き
換えて超音波照射装置を構成することができる。
　一般に、物質内を伝播する超音波は、超音波の周波数が高いほど減衰が大きい。前記の
通りｃＭＵＴ４００を用いると、照射する超音波の周波数を変化させることができる。従
って、ｃＭＵＴアレイ４１０を用いると、超音波を照射する目標位置の深さに応じて、適
切な周波数を選択することにより、非集束波を照射する深さ方向の範囲を限定することが
できる。例えば、高めの周波数を設定すれば浅部のみに照射範囲を限定し、低めの周波数
を設定することにより浅部から深部まで照射範囲を拡大することができる。
【００６２】
　本実施形態においては、前記第２の実施形態で説明した動作に加えて、当該超音波素子
１１０は、出力周波数を変化させることができるので、超音波素子操作部２３０は、操作
者による集束超音波及び非集束超音波の周波数の指定又は超音波を到達させたい深さの情
報等を受けることができるように構成される。また、周波数制御部２２５は、操作者の入
力に基づいて、超音波素子１１０から出力する超音波の周波数を決定する。そして周波数
制御部２２５の制御に基づいて、超音波素子駆動部２１０は、超音波素子１１０を駆動す
る。
【００６３】
　前記の通り構成されたｃＭＵＴアレイ４１０を超音波素子１１０として用いると、当該
超音波照射装置は、第２の実施形態と同様に、広い領域に弱い非集束超音波を照射すると
共に、狭い領域に集束超音波を照射することができ、また、操作者は、表示部２７０に表
示された重畳画像を見て、集束超音波及び非集束超音波が照射される領域を確認しながら
、超音波素子操作部２３０を操作し、超音波照射の指示をすることができる。更に非集束
超音波の照射範囲、非集束超音波と集束超音波の強度の比、並びに、超音波素子１１０に
対する距離及び向きを含む集束超音波の焦点位置も変化させることができる。
【００６４】
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　更に、ｃＭＵＴ４００は照射する超音波の周波数を変化させることができるので、ｃＭ
ＵＴアレイ４１０を用いると超音波素子１１０とイメージング用超音波プローブ１５０の
超音波照射部を一つのｃＭＵＴアレイ４１０で兼ねることができる。この場合、超音波素
子駆動部２１０、超音波素子制御部２２０、及び内部画像取得部２５０は、連携し、照射
する超音波の周波数、パルスの持続時間、振幅、パルスの繰り返し周波数、休止時間、及
び振動子の領域選択を順に切り替えてｃＭＵＴを駆動する。例えば、まずイメージング用
超音波プローブ１５０の超音波照射部として２～２０ＭＨｚの内部画像取得用の超音波パ
ルスを照射し、次に超音波素子１１０として１～２ＭＨｚの集束超音波及び非集束超音波
を照射し、次に同様に内部画像取得用の超音波パルスを照射するということを繰り返すよ
うに制御しても良い。このように超音波素子１１０とイメージング用超音波プローブ１５
０の超音波照射部を兼ねる様に構成すると、先端部１００の構成を単純化することができ
る。
【００６５】
　［第４の実施形態］
　次に、本発明の第４の実施形態について説明する。本実施形態は、前記第１の実施形態
乃至第３の実施形態に係る超音波照射装置を有する腹腔鏡手術システムである。ここで本
実施形態の説明では、前記実施形態との相違点について説明し、同一の部分については同
一の符号を付して、その説明は省略する。
【００６６】
　図１９に示す通り、本実施形態の先端部１００は、超音波素子１１０と、イメージング
用超音波プローブ１５０とに加え、観察用光学器具１６０と、光源１６５とを有する。観
察用光学器具１６０は、本実施形態に係る超音波照射装置で、超音波を照射する部分の近
傍の外観を光学的に観察するための器具であり、例えば観察用光ファイバーや観察用ＣＣ
Ｄカメラ等である。光源１６５は、観察用光学器具１６０で観察する際に必要な照明の光
源である。
【００６７】
　操作部２００は、超音波素子駆動部２１０と、超音波素子制御部２２０と、超音波素子
操作部２３０と、内部画像取得部２５０と、重畳部２６０と、表示部２７０とに加えて、
外部画像取得部２８０と、表示部２９０とを有する。
【００６８】
　観察用光学器具１６０は、受像信号を外部画像取得部２８０に出力する。外部画像取得
部２８０は、観察用光学器具１６０から入力された受像信号に基づいて画像を取得する。
外部画像取得部２８０は、取得した画像を表示部２９０に出力する。表示部２９０は、外
部画像取得部２８０から入力された画像を表示する。
【００６９】
　本実施形態に係る超音波照射装置を有する腹腔鏡手術システムは、先端部１００を保持
する保持アーム５１０を備えている。この保持アーム５１０は、保持アーム制御部５１２
及び保持アーム操作部５１４に接続されている。保持アーム操作部５１４は、操作者の指
示を受ける。保持アーム操作部５１４は、操作者の指示を保持アーム制御部５１２に出力
する。保持アーム制御部５１２は、保持アーム操作部５１４からの入力に基づいて、保持
アーム５１０の動作を決定し、保持アーム５１０の動きを制御する。
【００７０】
　尚、当該腹腔鏡手術システムは、保持アーム５１０を具備せず、先端部１００を操作者
が手で保持するものでも良い。また、保持アーム５１０は、本実施形態の様に能動的なも
のでなく、先端部１００を支えるだけの受動的なものであっても良い。
　また、本実施形態に係る超音波照射装置の先端部１００の先端近傍には、例えばＸ線用
の位置マーカー５２０が取り付けられている。そして、当該超音波照射装置は、例えばＣ
Ｔスキャナである外部診断機器５２２と、位置情報取得部５２３と、表示部５２４とを備
える。これは、例えば腹腔鏡手術時に、先端部１００が臓器等を掻き分けて脂肪部分の深
部に入ることもあり、その様な場合に、外部から先端部１００の位置を把握するためのも
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のである。
【００７１】
　外部診断機器５２２は、先端部１００及び被験体３１０並びにその周囲を撮影し、得ら
れた撮影情報を、位置情報取得部５２３に出力する。位置情報取得部５２３は、外部診断
機器５２２から入力された撮影情報に基づいて、被験体３１０とそれに対する位置マーカ
ー５２０の位置を示す画像を作成し、また、位置マーカー５２０の位置情報の取得等を行
う。そして得られた結果を表示部５２４及び外部内部情報重畳部５２６に出力する。表示
部５２４は、位置情報取得部５２３から入力された画像や、位置マーカー５２０の位置情
報等を表示する。
【００７２】
　重畳部２６０は、内部画像取得部２５０から取得した被験体３１０の内部の画像と、超
音波素子制御部２２０から取得した非集束超音波の伝播領域３６０の範囲及び集束超音波
の焦点３７０の位置と、作成した重畳画像とを、外部内部情報重畳部５２６に出力する。
外部内部情報重畳部５２６は、重畳部２６０から入力された情報と、位置情報取得部５２
３から入力された情報とを用いて、被験体３１０の外観及び内部透視画像に加えて超音波
の伝播範囲を重ね合わせた３次元画像を作成する。外部内部情報重畳部５２６は、作成し
た３次元画像を表示部５２７に出力する。表示部５２７は、外部内部情報重畳部５２６か
ら入力された３次元画像を表示する。
【００７３】
　尚、本実施形態においては、外部診断機器５２２としてＣＴスキャナを用いているが、
ＣＴスキャナに限らず、例えばＭＲＩ、ＰＥＴ、ＰＥＴ－ＣＴ等、他の画像取得手段を用
いても良い。また、特開２０００－２７９４２５号公報に開示されている様な光学的手法
で、先端部１００の位置を検出する様にしても良い。
【００７４】
　更に、必要に応じて図示しない可動冶具を、先端部１００付近に備えても良い。この可
動治具は、例えば腹腔鏡手術時に、臓器等を掻き分けて、先端部１００を目標位置に到達
させるために用いたり、臓器の切除や縫合を行うために用いたりする器具である。
【００７５】
　尚、表示部２７０と表示部２９０と表示部５２４と表示部５２７とは、例えばモニタを
別個に一つずつ用意しても良いし、一つのモニタで、全ての画像を表示しても良いし、幾
つかのモニタでそれぞれ一つ以上の表示をするように組み合わせて用いても良い。
【００７６】
　次に、本腹腔鏡手術システムの動作について説明する。ここでは、リンパ節郭清術に、
本腹腔鏡手術システムを用いる場合を例に挙げて説明する。本実施形態の説明で例に挙げ
るリンパ節郭清術は、超音波照射によって、超音波が照射された組織を発熱させ、その熱
によって組織を凝固させる処置である。一般に、血流近傍の組織は、血流によって冷やさ
れるため、超音波照射によって組織を凝固させるためには、血流から遠位の組織に比べて
、強い超音波を照射しなければならない。一方で、処置時間短縮のため、血管以外の部分
は、できるだけ広い範囲に同時に、超音波を照射したい。そこで、本実施形態に係る本腹
腔鏡手術システムでは、本実施形態に係る超音波照射装置を用いて、血流近傍組織には集
束超音波を照射し、それ以外の部分には非集束超音波を照射する。
【００７７】
　ここで操作者は、リアルタイムに更新される、例えば観察用光学器具１６０で取得し表
示部２９０に表示される画像や、外部診断機器５２２で取得し表示部５２４に表示される
画像や、その他図示しない画像取得手段により取得された画像や、目視による情報を参照
し、当該腹腔鏡手術システムの操作を行い、先端部１００を超音波照射したい組織の近傍
に移動させる。
【００７８】
　本実施形態においては、操作者は、各種画像を確認しながら保持アーム操作部５１４を
操作し、先端部１００を凝固させたいリンパ節郭清領域に接近させる。このとき、保持ア
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ーム５１０は、保持アーム操作部５１４より入力された操作者の指示を受け取り、保持ア
ーム制御部５１２に出力する。保持アーム制御部５１２は、公知のマニピュレータ制御方
法によって、保持アーム５１０の動きを制御し、図示しない保持アーム５１０の駆動手段
によって先端部１００を、操作者が希望する位置に移動させる。
【００７９】
　この際、光源１６５によって照らされた先端部１００の先端の近傍を、例えばＣＣＤカ
メラである観察用光学器具１６０は撮影する。観察用光学器具１６０は、撮影した画像情
報を、外部画像取得部２８０に出力する。外部画像取得部２８０は、観察用光学器具１６
０から入力された画像情報に基づいて、画像を構築し、表示部２９０に出力する。表示部
２９０は、外部画像取得部２８０から入力された画像を表示する。また、これらの動作と
同時に、外部診断機器５２２は、先端部１００及び被験体３１０並びにその周囲を撮影し
、得られた撮影情報を、位置情報取得部５２３に出力する。位置情報取得部５２３は、外
部診断機器５２２から入力された撮影情報に基づいて、被験体３１０とそれに対する位置
マーカー５２０の位置を示す画像を作成し、また、位置マーカー５２０の位置情報の取得
等を行う。そして得られた結果を表示部５２４に出力する。表示部５２４は、位置情報取
得部５２３から入力された画像や、位置マーカー５２０の位置情報等を表示する。また、
位置情報取得部５２３は、被験体３１０とそれに対する位置マーカー５２０の位置を示す
画像の情報を、外部内部情報重畳部５２６に出力する。
【００８０】
　操作者は、例えば先端部１００を目標位置に近づけた後等、被験体３１０の内部を観察
したいとき、イメージング用超音波プローブ１５０による画像取得を指示する。
　操作者によるイメージング用超音波プローブ１５０による画像取得の指示を受けたら、
内部画像取得部２５０は、イメージング用超音波プローブ１５０が照射する超音波の強度
や向きなどを制御し、イメージング用超音波プローブ１５０を駆動する。イメージング用
超音波プローブ１５０は、内部画像取得部２５０の制御の下、観察用の超音波を被験体３
１０に向けて照射する。その周波数は、例えば２～２０ＭＨｚであり、パルス持続時間が
数μ秒程度の高周波パルス波である。イメージング用超音波プローブ１５０は、照射した
超音波が、被験体３１０内で反射して当該イメージング用超音波プローブ１５０に返って
きた反射波を受信する。イメージング用超音波プローブ１５０は、受信波の情報を内部画
像取得部２５０に出力する。
【００８１】
　内部画像取得部２５０は、イメージング用超音波プローブ１５０から入力された信号に
基づいて、例えば図２０に模式的な図を示す様な、被験体３１０の内部の画像を構築する
。ここで図中の画像取得範囲３５０は、内部画像取得部２５０によって画像が得られる範
囲である。この例では、画像取得範囲３５０内には、凝固させたい組織が写っており、そ
の一部に血管３８２が観察できる場合とする。内部画像取得部２５０は、構築した被験体
３１０の内部の画像を重畳部２６０に出力する。先に述べた理由のため、血管近傍には集
束超音波を照射し、それ以外の部分には非集束超音波を照射する。
【００８２】
　（第１の実施形態に係る超音波素子１１０を用いる場合）
　本実施形態に係る超音波照射装置に、第１の実施形態に係る超音波素子１１０を用いる
場合は、以下の様に動作する。即ち、重畳部２６０は、内部画像取得部２５０から被験体
３１０の内部の画像を入力する。また、重畳部２６０は、超音波素子制御部２２０に含ま
れる重畳情報出力部２２１より、超音波素子１１０の形状によって予め設定されている非
集束超音波の伝播領域３６０の範囲及び集束超音波の焦点３７０の位置を取得する。そし
て、重畳部２６０は、画像取得範囲３５０内の画像に、非集束超音波の伝播領域３６０の
範囲及び集束超音波の焦点３７０の位置を重畳し、図２１に示す様な画像を作成する。重
畳部２６０は、作成した重畳画像を表示部２７０に出力する。表示部２７０は、重畳部２
６０から入力された重畳画像を表示する。
【００８３】
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　また、重畳部２６０は、作成した重畳画像の情報を、外部内部情報重畳部５２６に出力
する。外部内部情報重畳部５２６は、位置情報取得部５２３から入力された被験体３１０
とそれに対する位置マーカー５２０の位置を示す画像の情報と、重畳部２６０より入力さ
れた重畳画像の情報に基づいて、被験体３１０の外観及び内部透視画像に加えて超音波の
伝播範囲を重ね合わせた３次元画像を作成する。外部内部情報重畳部５２６は、作成した
３次元画像を表示部５２７に出力する。表示部５２７は、外部内部情報重畳部５２６から
入力された３次元画像を表示する。
【００８４】
　当該超音波照射装置の操作者は、表示部２７０に表示された重畳画像や、表示部５２７
に表示された３次元画像を確認しながら、超音波素子操作部２３０を操作して、超音波素
子１１０から超音波を照射させる。このとき出力される超音波の周波数は、１～２ＭＨｚ
程度である。表示部２７０に表示された重畳画像により、凝固の程度を確認しながら、焦
点３７０が血管３８２を含む周辺領域をなぞるように、保持アーム操作部５１４を操作し
て、先端部１００を移動させつつ、超音波素子操作部２３０を操作して、超音波を照射す
る。
【００８５】
　この様にして、血管近傍領域に対しては、照射範囲が狭くてエネルギー強度が強い集束
超音波を照射し、これらの組織を確実に凝固させるとともに、血管から遠位の部分には、
照射範囲が広くエネルギー強度が弱い非集束超音波を照射して、その領域を凝固させるこ
とができる。このとき、第１の実施形態で説明した通り、集束超音波を照射する圧電素子
（図２の例ではＡで示した領域）と、非集束超音波を照射する圧電素子（図２の例ではＢ
で示した領域）とを、別々に駆動することができる構成の場合は、勿論、集束超音波と非
集束超音波を同時に照射する他、どちらか一方のみ照射することも可能である。
【００８６】
　尚、凝固させた組織は、凝固前に比べて、超音波の透過率が悪くなる。そのため、組織
の凝固にあたっては、組織を凝固させたい範囲の、奥（先端部１００から遠い側）から手
前（先端部１００に近い側）に順に集束超音波を照射して、奥から手前に順に凝固させる
ことが望ましい。
【００８７】
　また、前記凝固の手順を操作者の指示に依らず、操作者が指定した凝固希望範囲を所定
の手順で凝固する様に当該腹腔鏡手術システムを構成しても良い。即ち、当該腹腔鏡手術
システムは、入力部５３２とシステム制御部５３４を有していても良い。この場合、操作
者が、表示部２７０を確認しながら、凝固させたい範囲を、入力部５３２を用いて指定す
る。入力部５３２は、例えば、表示部２７０に表示された被験体３１０の内部の画像のう
ち凝固させたい範囲をマウスやタッチパネルで選択するものでも良い。入力部５３２は、
操作者が指定した範囲を、システム制御部５３４に出力する。システム制御部５３４は、
入力部５３２から操作者が指定した凝固させたい範囲を入力する。一方、保持アーム制御
部５１２から、現在の保持アーム５１０の位置及び姿勢を入力する。また、超音波素子制
御部２２０から、非集束超音波の伝播領域３６０の範囲及び集束超音波の焦点３７０の位
置を取得する。
【００８８】
　これら、入力された凝固させたい範囲、現在の保持アーム５１０の位置及び姿勢、非集
束超音波の伝播領域３６０の範囲、及び集束超音波の焦点３７０に基づいて、保持アーム
制御部５１２に、先端部１００を移動させる指示を出力する。この際、システム制御部５
３４は、まず、操作者が指定した範囲の最深部に超音波を照射できる先端部１００の位置
を算出し、それを保持アーム制御部５１２に出力する。そして、システム制御部５３４は
、超音波素子制御部２２０に超音波照射の指示を出力する。次に、システム制御部５３４
は、保持アーム制御部５１２に、先端部１００の位置を順に手前に移動させるように指令
を出力する。また、これと組み合わせて、システム制御部５３４は、操作者が指定した凝
固させたい範囲内に超音波を照射するように、面内方向にも先端部１００の位置を順に移
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動させるよう指令を出力する。システム制御部５３４は、保持アーム制御部５１２に前記
指令を出力しながら、超音波素子制御部２２０に超音波照射の指示を出力する。この際、
内部画像取得部２５０から被験体３１０の内部の画像（音響インピーダンスの情報）を入
力し、該画像を解析して組織が凝固されたと判断されたときに、保持アーム制御部５１２
に、先端部１００の移動を指令する様に構成しても良い。
【００８９】
　（第２の実施形態及びその変形例に係る超音波素子１１０を用いる場合）
　次に、本実施形態に係る超音波照射装置に、第２の実施形態及びその変形例に係る超音
波素子１１０を用いる場合を説明する。ここでの説明では、第１の実施形態に係る超音波
素子１１０を用いる場合との相違点について説明し、同一の部分についてはその説明は省
略する。
【００９０】
　本実施形態に係る超音波照射装置に、第２の実施形態に係る超音波素子１１０を用いる
腹腔鏡手術システムは、以下の様に動作する。即ち、重畳部２６０は、内部画像取得部２
５０から被験体３１０の内部の画像を入力する。また、重畳部２６０は、重畳情報出力部
２２１から、超音波の伝播領域３６０の範囲及び集束超音波の焦点３７０の位置を取得す
る。そしてこれら伝播領域３６０及び焦点３７０を、内部画像取得部２５０から入力され
た被験体３１０の内部の画像に重畳し、重畳画像を作成する。重畳部２６０は、作成した
重畳画像を表示部２７０に出力する。
【００９１】
　当該超音波素子１１０は、前記第２の実施形態の説明の通り、素子群指定部２２２が、
Ａ群の圧電素子１１２とＢ群の圧電素子１１４の数の割合を変化させたり、位相制御部２
２３が、Ａ群の圧電素子１１２が出力する超音波の位相を変化させたりすることによって
、超音波の伝播領域３６０の範囲及び集束超音波の焦点３７０の位置、非集束超音波と集
束超音波の強度の比等を変化させることができる。そこで、操作者は、これら超音波素子
操作部２３０を操作して、超音波の伝播領域３６０の範囲及び集束超音波の焦点３７０の
位置等を操作する。このとき、重畳部２６０は、重畳情報出力部２２１から、素子群指定
部２２２及び位相制御部２２３が決定した超音波の伝播領域３６０の範囲及び集束超音波
の焦点３７０の位置、非集束超音波と集束超音波の強度の比等を再取得して、重畳画像中
に表示される伝播領域３６０及び焦点３７０の位置を変更し、重畳画像を再作成して表示
部２７０に出力する。このとき、超音波の伝播領域３６０の範囲及び集束超音波の焦点３
７０の位置のみならず、図２２に模式図を示す様に、非集束超音波と集束超音波の強度の
比等を例えば色などを用いて表現する画像を作成しても良い。
【００９２】
　当該超音波照射装置の操作者は、この表示部２７０に表示された重畳画像を確認しなが
ら、超音波素子操作部２３０及び保持アーム操作部５１４を操作して、第１の実施形態に
係る超音波素子１１０を用いる場合と同様に、組織を凝固させる。
　また、凝固の手順を操作者の指示に依らず、操作者が指定した凝固希望範囲を所定の手
順で凝固する様に、入力部５３２とシステム制御部５３４を有する腹腔鏡手術システムを
構成しても良い。このとき、第１の実施形態に係る超音波素子１１０を用いる場合の様に
、凝固させる組織の位置に応じて、保持アーム５１０によって先端部１００の位置を移動
させるに限らず、Ａ群の圧電素子１１２のうち、それぞれの圧電素子から照射される超音
波の位相を前記位相制御部２２３が適切に制御することによって変化させることができる
集束超音波の焦点位置の変化も用いることができる。また、圧電素子から照射される超音
波の位相の制御によって変化させる非集束超音波の照射範囲、非集束超音波と集束超音波
の強度の比、集束超音波の焦点位置、及び集束超音波の焦点距離を利用して、組織の凝固
を制御することができる。
【００９３】
　（第３の実施形態に係る超音波素子１１０を用いる場合）
　次に、本実施形態に係る超音波照射装置に、第３の実施形態に係る超音波素子１１０を
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用いる場合を説明する。本実施形態に係る超音波照射装置に、第３の実施形態に係る超音
波素子１１０を用いる腹腔鏡手術システムは、第１の実施形態に係る超音波素子１１０及
び第２の実施形態に係る超音波素子１１０を用いる場合と同様に機能する。
【００９４】
　第１の実施形態及び第２の実施形態に係る超音波素子１１０を用いる場合の機能及び効
果に加えて、第３の実施形態に係る超音波素子１１０に用いられているｃＭＵＴは、照射
する超音波の周波数を変化させられるという特徴による機能及び効果がある。第３の実施
形態の説明に記載した通り、超音波の周波数が高いほど減衰が大きい。そこで超音波素子
１１０から照射する超音波の周波数を変化させられることを利用すると、超音波を照射す
る目標位置の深さに応じて、適切な周波数を選択すれば、例えば、非集束波を照射する深
さ方向の範囲を限定したい場合、高めの周波数を照射する等が考えられる。その他は、第
１の実施形態に係る超音波素子１１０及び第２の実施形態に係る超音波素子１１０を用い
る場合と同様である。
【００９５】
　以上の様に構成された腹腔鏡手術システムに依れば、第１の実施形態乃至第３の実施形
態による効果によって、以下の効果を得る。超音波素子１１０によって、その一部分を用
いて集束超音波を生成し、他の部分で非集束超音波を生成し、それらを同時に照射するこ
とができる。そして、集束波では大きなリンパ管やリンパ節、及び血管近傍の組織を凝固
させ、非集束波では広い領域を凝固させることが可能となる。これによって一度に対象領
域全体を凝固することができるようなり、効率的な凝固が達成され、流体が流れる部分等
凝固させにくい部分を確実に凝固させつつ、処置時間を短縮することができる。
【００９６】
　［第５の実施形態］
　次に、第５の実施形態について説明する。ここで本実施形態の説明では、第４の実施形
態との相違点について説明し、第４の実施形態と同一の部分については同一の符号を付し
て、その説明は省略する。
　一般に、超音波照射によって組織を凝固させるとき、凝固させたい部分にマイクロバブ
ルを投与し、超音波照射によってマイクロバブルを崩壊させると、組織を凝固させる効率
が上昇することが知られている。そこで、本実施形態では、超音波による組織凝固にマイ
クロバブルを用いる場合を考える。
【００９７】
　組織を凝固させたい部分、即ち標的位置に存在するマイクロバブルは、組織の凝固に有
効であるが、焦点手前にマイクロバブルが存在すると超音波エネルギーがそのマイクロバ
ブルにより吸収散乱されるため焦点まで到達するエネルギーが減少してしまう。
　そこで本実施形態では、組織の凝固のための超音波照射の前に、弱い超音波照射によっ
て不要なマイクロバブルを消去する。即ち、操作者が、イメージング用超音波プローブ１
５０で取得し、表示部２７０に表示された被験体３１０の内部画像によって、超音波を照
射する標的位置を確認したら、まず、浅部から深部へと集束波の焦点３７０を深さ方向に
スキャンしながら、マイクロバブル除去用超音波照射を行う。次に、標的位置に集束波の
焦点３７０を設定し、組織凝固用超音波照射を行う。本実施形態に係る超音波素子制御部
２２０は、モード切替部２２４を有する。
【００９８】
　ここで、マイクロバブル除去用超音波照射及び組織凝固用超音波照射をそれぞれ第１の
照射モード及び第２の照射モードと呼ぶことにする。超音波素子制御部２２０に含まれる
モード切替部２２４は、前記第１の照射モード及び第２の照射モードを切換えて、それぞ
れのモードに適切な出力の指示を行う。第１の照射モード及び第２の照射モードに用いる
超音波の周波数は、共に１～２ＭＨｚ程度である。マイクロバブルを除去するための第１
の照射モードでは、モード切替部２２４は、超音波出力を、例えば２～３パルスのみ等、
照射時間を短くして、照射するエネルギーを小さくするように指示をする。標的位置の深
度に応じて照射する超音波強度を強くしても良いが、マイクロバブルが壊れ、且つ凝固が
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起きない程度とする。尚、第１の照射モードの超音波照射によって、不要なマイクロバブ
ルが除去される様子は、イメージング用超音波プローブ１５０で取得し表示部２７０に表
示された被験体３１０の内部画像によって確認することができる。標的位置の手前までの
マイクロバブルが消えたら、標的位置に組織凝固用超音波を照射する第２の照射モードに
移る。ここで、組織凝固用の第２の照射モードでは、モード切替部２２４は、超音波照射
に連続波を用いるように指示をする。
【００９９】
　マイクロバブル除去用の第１の照射モードに用いる超音波のエネルギー強度と、組織凝
固用の第２の照射モードに用いる超音波のエネルギー強度とを異ならせることによって、
第１の照射モードにおける超音波照射による、意図しない組織等への不要なダメージを低
減することができる。
【０１００】
　イメージング用超音波プローブ１５０から照射するイメージング用の超音波と、超音波
素子１１０から照射するマイクロバブル除去用超音波及び組織凝固用超音波とが、干渉を
起こし、それが問題となる場合には、イメージング用超音波照射と、マイクロバブル除去
用超音波照射、又は組織凝固用超音波を、同時に出力せずに交互に一方ずつ出力しても良
い。ここで、組織凝固用に用いる超音波の周波数は、深さによる減衰を考慮しつつマイク
ロバブルによる増強効果が最も効果的に得られる周波数を選択する。例えば、マイクロバ
ブルの共振周波数付近を用いるのが良いが、標的位置が深く、減衰が大きい場合には、周
波数を下げるなどを考慮する。
【０１０１】
　このような、第１の照射モードにおけるマイクロバブル除去用の超音波は手前から奥に
順に照射していくが、マイクロバブルを用いる場合も、第２の照射モードにおける組織凝
固用の超音波は、奥から手前に順に照射し、順に凝固させる。ここで、第１の照射モード
における超音波照射において、照射位置を深さ方向に移動させるには、保持アーム５１０
による先端部１００の移動を用いる。また、第２の実施形態及び第３の実施形態に係る超
音波素子１１０を用いている場合は、各Ａ群の圧電素子１１２から照射される超音波の位
相を、位相制御部２２３が制御することによる、焦点位置の変更も併用できる。
【０１０２】
　また、マイクロバブル除去用超音波照射に、非集束超音波を用いても良い。マイクロバ
ブル除去用超音波照射に、非集束超音波を用いる場合、集束超音波の伝播領域と非集束超
音波の伝播領域の、与えられるエネルギーに応じて、表面から一定の深さまでのマイクロ
バブルが除去されることになる。
【０１０３】
　また、イメージング用超音波プローブ１５０から照射される超音波を用いて、図２３の
様な、時間－信号強度曲線（Ｔｉｍｅ　Ｉｎｔｅｎｓｉｔｙ　Ｃｕｒｖｅ；ＴＩＣ）を作
成し、超音波素子１１０から照射される超音波の伝播経路内に流入するマイクロバブルが
一定以上になった場合は、組織凝固用超音波照射を中止し、マイクロバブル除去用超音波
照射を行うようにしても良い。
【０１０４】
　本処置に関するタイミングチャートを図２４に示す。この図に示す通り、イメージング
用超音波プローブ１５０からは、比較的高周波数のイメージング用超音波パルスを繰り返
し照射しつづけて、被験体３１０の内部の画像を取得する。一方、超音波素子１１０は、
まず第１の照射モードにより、手前からマイクロバブル除去用超音波照射を行う。当該照
射部分の超音波照射によって、マイクロバブルが除去されたことを画像で確認したら、先
端部１００の位置を奥に移動させる。そして、超音波素子１１０は、再び第１の照射モー
ドによるマイクロバブル除去用超音波照射を行う。このようにして手前から奥の目標照射
位置に向けて、徐々に先端部１００の位置を移動させながらマイクロバブル除去を行い、
目標照射位置に達したら、第２の照射モードによる組織凝固用超音波照射を実施する。時
間経過に伴い、超音波の伝播経路内のマイクロバブルの量が所定の値以上になったら、先
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端部１００の位置を手前に移動させ、再び同様に第１の照射モードによるマイクロバブル
除去を行いながら手前から奥に向けて、徐々に先端部１００の位置を移動させ、続いて標
的位置において第１の照射モードによる組織凝固用超音波照射を行う。
【０１０５】
　また、第３の実施形態に係るｃＭＵＴアレイ４１０からなる超音波素子１１０を用いる
場合、イメージング用超音波プローブ１５０を別個に設けず、１つの超音波素子１１０か
らイメージング用超音波、マイクロバブル除去用超音波、及び組織凝固用超音波を照射す
るように構成しても良い。その場合、イメージング用には比較的高周波数の超音波をパル
ス状に照射し、マイクロバブル除去用には第１の照射モードで超音波を照射し、組織凝固
用には第２の照射モードで超音波を照射する様に、超音波基本周波数、パルスの持続時間
、振幅、繰り返し周波数及び休止時間、並びにＡ群の圧電素子１１２として働くｃＭＵＴ
４００とＢ群の圧電素子１１４として働くｃＭＵＴ４００との指定等を切換えて、１つの
超音波素子１１０を用いる。
【０１０６】
　前記第１の照射モードによるマイクロバブル除去用超音波照射と第２の照射モードによ
る組織凝固用超音波照射との切り替えの手順は、操作者が手動で行っても良いが、システ
ム制御部５３４が所定の手続きに基づいて実施するようにしても良い。例えば図２５に示
すフローチャートのような処理が考えられる。操作者が表示部２７０に表示された内部画
像を確認しながら入力部５３２を用いて凝固させたい標的範囲を指定する。
【０１０７】
　ステップＳ１においてシステム制御部５３４は、入力部５３２から、前記標的範囲を取
得する。
　ステップＳ２においてシステム制御部５３４は、保持アーム制御部５１２に、先端部１
００を初期位置に移動させるよう指令する。まず第１の照射モードにより、手前から順に
マイクロバブル除去用超音波照射を行うので、この初期位置は、標的位置よりも手前側に
超音波を照射することができる位置となる。
【０１０８】
　ステップＳ３においてシステム制御部５３４は、内部画像取得部２５０から、内部画像
を取得する。
　ステップＳ４においてシステム制御部５３４は、ステップＳ３で取得した内部画像より
、現在の先端部１００の位置における超音波素子１１０の超音波照射位置が標的位置より
手前か判断する。ステップＳ４の判断の結果、超音波照射位置が標的位置より手前でなけ
れば、処理をステップＳ９に移す。
【０１０９】
　ステップＳ４の判断の結果、超音波照射位置が標的位置より手前であれば、システム制
御部５３４は、ステップＳ５において超音波照射位置に標的位置に超音波を照射すること
の障害となるマイクロバブルがあるか否かを、ステップＳ３で取得した内部画像に基づき
判断する。
【０１１０】
　ステップＳ５の判断の結果、障害となるマイクロバブルがある場合、ステップＳ６にお
いて、システム制御部５３４は、超音波素子制御部２２０に、第１の照射モードによるマ
イクロバブル除去用超音波照射を行わせるよう指令する。
　ステップＳ７においてシステム制御部５３４は、内部画像取得部２５０から、内部画像
を取得する。その後、システム制御部５３４は、処理をステップＳ５に戻す。尚、この後
のステップＳ５における判断は、ステップＳ７で取得した内部画像に基づく。
【０１１１】
　ステップＳ５の判断の結果、マイクロバブルがない場合、ステップＳ８において、シス
テム制御部５３４は、保持アーム制御部５１２に、先端部１００を所定の値だけ奥へ移動
させるよう指令する。
　ステップＳ９においてシステム制御部５３４は、超音波素子制御部２２０に、第２の照



(22) JP 2011-188924 A 2011.9.29

10

20

30

40

50

射モードによる組織凝固用超音波照射を行うよう指令する。
【０１１２】
　ステップＳ１０においてシステム制御部５３４は、内部画像取得部２５０から、内部画
像を取得する。
　ステップＳ１１においてシステム制御部５３４は、超音波照射位置における組織の凝固
が十分か否かをステップＳ１０で取得した内部画像に基づき判断する。ステップＳ１１の
判断の結果、凝固が十分であれば、システム制御部５３４は処理を終了する。
【０１１３】
　ステップＳ１１の判断の結果、凝固が十分でなければ、ステップＳ１２においてシステ
ム制御部５３４は、標的より手前に標的位置に超音波を照射することの障害となるマイク
ロバブルの量が閾値以上あるか否かをステップＳ１０で取得した内部画像に基づき判断す
る。ステップＳ１２の判断の結果、障害となるマイクロバブルが閾値より少ない場合、シ
ステム制御部５３４は、処理をステップＳ９に移す。ステップＳ１２の判断の結果、マイ
クロバブルの量が閾値以上ある場合、ステップＳ１３においてシステム制御部５３４は、
保持アーム制御部５１２に、先端部１００を照射開始位置へ戻すよう指令し、処理をステ
ップＳ３に戻す。
【０１１４】
　ここには、不要なマイクロバブルを除去するための奥行き方向の動きのみを記したが、
第４の実施形態の説明に記載した通り、凝固させたい部分について奥から手前に順に超音
波を照射する動きや、広範囲に超音波を照射するために面方向に順に超音波を照射する動
きを可能とする様に構成しても良い。
【０１１５】
　この様に、マイクロバブル除去用超音波照射は、集束超音波の伝播領域内かつ目標とす
る焦点位置とは異なる一つ以上の点に焦点を結ぶ集束超音波を第１の超音波発生源から照
射する第１の照射モードとして機能し、組織凝固用超音波照射は、目標とする焦点位置に
焦点を結ぶ集束超音波を第１の超音波発生源から照射する第２の照射モードとして機能す
る。
【０１１６】
　尚、マイクロバブルが関心領域に充満するのには、例えば特開２００２－１９１５９９
号公報に開示されている様に、３～５秒かかることが知られているので、マイクロバブル
除去用超音波照射の終了から組織凝固用超音波照射開始までの時間は３秒以内であること
が望ましいと考えられる。従って、本実施形態においてもマイクロバブル除去用超音波照
射の終了から組織凝固用超音波照射開始までの時間、即ち第１の照射モードから第２の照
射モード間での切換時間は３秒以内とする。マイクロバブル除去用超音波照射の終了から
組織凝固用超音波照射開始までの時間を３秒以内にすることで、不要なマイクロバブルに
よる照射超音波の減衰が防止でき、組織凝固を効率的に行うことができる。
【０１１７】
　以上の様に構成された腹腔鏡手術システムに依れば、焦点手前のマイクロバブルのみを
消去し、且つ、標的位置のマイクロバブルを残存させることが可能になる。その結果、標
的位置におけるマイクロバブルによる凝固能力の増強効果をより高めることができる。
【０１１８】
　尚、第４の実施形態及び第５の実施形態の説明においては腹腔鏡を例に挙げたが、先端
部１００の形状や、操作部２００から先端部１００までの接続態様や、照射する超音波の
エネルギーや、周波数を適当に設定することで、同様の構成で、内視鏡、術中型、体外型
、及びその他の形態を構成することもできる。
【０１１９】
　尚、本発明は上記実施形態そのままに限定されるものではなく、実施段階ではその要旨
を逸脱しない範囲で構成要素を変形して具体化できる。また、上記実施形態に開示されて
いる複数の構成要素の適宜な組み合わせにより、種々の発明を形成できる。例えば、実施
形態に示される全構成要素から幾つかの構成要素を削除しても、発明が解決しようとする



(23) JP 2011-188924 A 2011.9.29

10

20

課題の欄で述べられた課題が解決でき、かつ、発明の効果が得られる場合には、この構成
要素が削除された構成も発明として抽出され得る。例えば、第４の実施形態及び第５の実
施形態における位置マーカー５２０、外部診断機器５２２、位置情報取得部５２３、及び
表示部５２４や、外部内部情報重畳部５２６及び表示部５２７は実施にあたって不要であ
れば削除することもできるし、観察用光学器具１６０及び光源１６５は、先端部１００に
設置せずに、別に既存の腹腔鏡を併用することに代えても良い。さらに、異なる実施形態
にわたる構成要素を適宜組み合わせてもよい。
【符号の説明】
【０１２０】
　１００…先端部、１１０…超音波素子、１１２…Ａ群の圧電素子、１１４…Ｂ群の圧電
素子、１５０…イメージング用超音波プローブ、１６０…観察用光学器具、１６５…光源
、２００…操作部、２１０…超音波素子駆動部、２２０…超音波素子制御部、２２１…重
畳情報出力部、２２２…素子群指定部、２２３…位相制御部、２２４…モード切替部、２
２５…周波数制御部、２３０…超音波素子操作部、２５０…内部画像取得部、２６０…重
畳部、２７０…表示部、２８０…外部画像取得部、２９０…表示部、３１０…被験体、３
２０…超音波伝播媒体層、３５０…画像取得範囲、３６０…伝播領域、３７０…焦点、３
８２…血管、４００…ｃＭＵＴ、４０１…下部基板、４０２…下部電極、４０３…シリコ
ン基板、４０４…空隙、４０５…メンブレン部、４０６…上部電極、４０７…質量部、４
１０…第１のｃＭＵＴアレイ、５１０…保持アーム、５１２…保持アーム制御部、５１４
…保持アーム操作部、５２０…位置マーカー、５２２…外部診断機器、５２３…位置情報
取得部、５２４…表示部、５２６…外部内部情報重畳部、５２７…表示部、５３２…入力
部、５３４…システム制御部。
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摘要(译)

要解决的问题：用强超声波照射所需部分并用超声波照射宽范围。解决
方案：超声辐射装置的超声元件110用作具有凹透镜形状的曲面的压电元
件。如图A所示的区域和如图B所示的区域中的平面形状的压电元件。由
此，超声波会聚到由O表示的焦点，并且由压电元件的每个区域的超声波
给出的能量在焦点处高。然而，在非会聚超声波传播的范围内给定的能
量低，但是每个压电元件的面积用超声波照射的区域很大。因此，提供
了一种超声波照射装置，其能够利用会聚的超声波照射需要用强超声波
照射的部分，并且在超声波的情况下用非会聚的超声波照射不需要用强
超声波照射的部分。使用元素110。
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